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政府高官「日本は核保有すべき」 高市政権
下では「困難」とも 時事通信

• 18日政府高官の発言

•個人的な見解としながら「日本は
核保有すべき」と

•日本を取り巻く安全保障環境が
厳しいことに対処するため

• ﾛｼｱが核使用を言及

•高市首相も非核三原則の見直し
を示唆

• 「持ち込ませない」の見直し

•唯一の被爆国で廃絶を訴えてき
た日本の状況を考えてこの発言
をどのように捉えるか

政府高官は１８日、記者団に対し、「日本は核（兵
器）を保有すべきだ」と発言した。日本を取り巻く安
全保障環境が厳しさを増す中、独自の抑止力を強化す
る必要があるとの文脈で語った。一方、政治的コスト
が高く、国民的議論も熟していないことから、高市政
権下での核政策見直しは「難しい」とも指摘した。
また、高官は「首相は『持ち込ませず』も含め、非核
三原則を見直すつもりはないだろう」との見通しも示
した。政権内で核政策変更の議論はしていないと明ら
かにした。
ウクライナを侵攻するロシアのプーチン大統領がた

びたび核使用をちらつかせていることや、中国、北朝
鮮が核戦力を増強させていることに触れ「核を巡る世
界情勢は激変している」と強調。その上で、米国の
「核の傘」による「拡大抑止」の信頼性を高めていく
ことが現段階では最も現実的な対応だと語った。
日本の核保有を巡っては、地域の緊張を高めかねな

いとの見方や、唯一の被爆国として核廃絶を訴えてき
た日本の歩みを否定するとの懸念から否定的な意見が
根強い。被爆者団体などは非核三原則の堅持を強く訴
えている。



山上被告に対する求刑が出される
• 18日 奈良地裁で山上被告に対する論告求刑が行われた

•弁護側は旧統一教会に対する母親の献金によって大きな影響が

•兄の自死、本人の大学進学もあきらめる、家庭崩壊になるなど

•家庭環境と犯行につながりがあるので量刑に考慮されるべき

•検察側は不遇な生い立ちを抱えながら犯罪に及ばずに生きてい
る者も多くいる

•不遇な環境が安部元首相を銃撃する決定的な原因とはならない

•手製の銃は銃刀法上の区分である拳銃に該当する

•安部元首相に対する銃撃事件は十分な準備をした上で行われた

•よって無期懲役が相当である



ｵｰｽﾄﾗﾘｱﾋﾞｰﾁ銃撃の死者15人に、容疑者は父
と息子の2人 ﾛｲﾀｰ

• 14日に人気のﾋﾞｰﾁで銃撃事件
が発生

•容疑者は親子2人

• ﾕﾀﾞﾔ教の祭りの会場で発砲
＞約1000人が参加

• 16人が死亡40人が負傷

•犯人は一人が死亡した

•一般人が犯人の銃を取上げた
ことが話題に

•犯人はｲｽﾗﾑ国の協力者か？

• ｲｽﾗｴﾙのｶﾞｻﾞ攻撃批判拡大関
係しているか

オーストラリアの観光名所ボンダイビーチで１４日に起き
た銃撃事件で、警察当局は１５日、容疑者１人を含む１６
人が死亡したと発表した。容疑者は父親（５０）と息子
（２４）の２人で、父親は現場で死亡、息子は病院で重体
という。
銃撃はユダヤ教の祭り「ハヌカ」が催されている最中に発
生。同国で銃を使った事件としては過去約３０年で最悪と
なった。
目撃者によると、銃撃は約１０分間続いた。
豪ビーチ銃撃の死者15人に、容疑者は父と息子の2人
警察によると、ハヌカには約１０００人が参加していた。
現在４０人が病院に入院しており、うち２人の警察官は重
傷だが容態は安定しているという。
犠牲者の年齢は１０歳から８７歳。
当局は、事件に関与した容疑者が２人だと確信していると
述べた。警察の捜査は継続中で、ユダヤ人居住区では警察
官が増員されている。
アルバニージー首相は記者団に対し、「昨日われわれが目
にしたのは純粋な悪の行為、反ユダヤ主義の行為であり、
オーストラリアの象徴的な場所でのテロ行為だ」と述べた。
警察と治安当局が動機を徹底的に調査しているとした。



牙をむく地球温暖化 朝日新聞14日朝刊



地球温暖化の影響で苦しむ人たち
•先回はﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭの話でした

•今回はﾋﾏﾗﾔ山脈の村落に状況です

•標高4600mのｶﾞﾝｼﾞｽ川源流地域

• 8月に濁流に見舞われ現在でも50人以上が行方不明

• 3か月たった今でも復興は進まず

• 1枚目の写真は3階建ての家屋の2階部分まで埋没

•家だけでなく農地や牛も失ってしまう

•鉄砲水は今までもあったがこんなに大規模なものは初めて

• 2023年の世界の温室効果ｶﾞｽの排出量の7.8%をｲﾝﾄﾞが排出

•経済発展のために石炭火力に依存

•今後先進国・途上国共に対策をしていくことが必要



日本のﾊﾟﾝﾀﾞが居なくなる日
• 1972年10月 日中友好の証としてｶﾝｶﾝ ﾗﾝﾗﾝ 来日

• 1985年6月 ﾌｪｲﾌｪｲ ﾎｧﾝﾎｧﾝ の間にﾁｭﾁｭ誕生

• 1986年6月 同じ親からﾄﾝﾄﾝ誕生

•日本で飼育されたﾊﾟﾝﾀﾞ 44頭（4頭は直ぐに死亡）

•日本で生まれたﾊﾟﾝﾀﾞ 24頭

•現在は上野動物園に日本生まれの双子のﾊﾟﾝﾀﾞのみ

• ﾚｲﾚｲ ｼｬｵｼｬｵが来年1月末に返還される

•世界で一番飼育数が多い国だった

•世界で飼育されているﾊﾟﾝﾀﾞは808頭 その他野生約1800頭

•中国にしか存在しないのでﾊﾟﾝﾀﾞ外交として政治に利用されている



ＥＵ、エンジン車禁止見直しへ ３５年以降も条件付
き販売容認―日本勢に追い風 時事通信 •EUは地球温暖化防止対

策として2035年以降のｶﾞｿ
ﾘﾝ車の販売を禁止した

•ﾄﾞｲﾂが中心になってこの
規制撤廃を訴えた

•中国からのEV攻勢でEU
内の自動車会社が低迷

•排出ｶﾞｽを2035年までに
21年比90%削減を条件に
ｶﾞｿﾘﾝ車の販売を認める

•＞日本にとっては朗報

欧州連合（ＥＵ）欧州委員会は１６日、2035年から予定
していたガソリン車など内燃機関（エンジン）車の新車
販売禁止措置を見直す方針を発表した。温暖化対策の柱
として掲げてきた看板政策だったが、電気自動車（Ｅ
Ｖ）需要の伸び悩みや、中国メーカーとの競争激化を背
景に、自動車各社や一部加盟国から規制緩和を求める声
が強まっていた。
欧州委は内燃機関車の全面禁止に代え、車両の排出ガス
を２１年比で９０％削減する新たな目標を導入する。残
る排出分については、再生可能燃料の利用や低炭素鋼材
の活用などによる排出削減を条件に、３５年以降も内燃
機関を搭載する車両の販売を認める。産業競争力の確保
と気候変動対策の両立を図る狙いがある。
現行の制度では、走行時に二酸化炭素（ＣＯ２）を排

出する車両は３５年以降の新車販売が原則禁止され、日
本メーカーが強みを持つハイブリッド車（ＨＶ）やプラ
グインハイブリッド車（ＰＨＶ）も対象とされていた。
規制が緩和され、一定の条件下で販売が容認されれば、
日本勢に追い風となる可能性がある。



H3型8号機の打ち上げ中止
•当初7日に打ち上げ予定だったが不具合で延期
•17日の打ち上げｶｳﾝﾄﾀﾞｳﾝ18秒前で中止 設備系に
不具合が見つかったため
•連続して途中中止は心配＞失敗の損失考えると妥当
な判断だった
•みちびき5号機を搭載していた
•GPS用の測位ｼｽﾃﾑを構成する衛星である
•政府は国産測地衛星7機体制を取ろうとしている
•2月にみちびき6号機を投入していいる



日中対立は何時まで続くのか



日中関係がギクシャクした問題
•現在の日中関係対立の原因になったこと

• 11月7日 衆議院予算委員会で立憲の岡田氏が質問

•昨年の総裁選挙の折に高市氏が発言した「台湾問題につい
て存立危機事態が発生」の真意を確かめた

•高市首相は以下のように答弁

•発生した事態の個別具体的な状況に応じて、すべての情報
を総合して判断する

•海上封鎖というのも、戦艦で行い、そしてまた他の手段も合
わせて対応した場合には武力行使が生じうる



国会での質疑の方法
•本会議や委員会での質疑の場合

•事前に質問書を提出＞基本的には7日前まで＝国会法75条

•これを関係省庁が受け取り7日以内に答弁書を作成する

•＞答弁書作成が担当者のかなりの負担であると言われる

•＞国家公務員として昇級して行くためには必要なことの１つ

•＞答弁書作成は上司の承認を取るまで作り直す

•担当大臣の能力によってその負担度には差が生ずる

•有能な大臣であれば自分で内容を理解し自分の言葉で答弁する

•専門性を持たない大臣であれば答弁書を読むだけになる



台湾問題の答弁書 朝日新聞



今回の答弁を振り返ると
•立憲民主の辻元議員が答弁書の存在を確認する質問書を
内閣官房に提出

•それに対して12日に答弁書が開示された

•上の部分に質問内容が書かれている

•下の部分が答弁内容である

•＞内容を見ると今までの政府見解が述べられている

•この時高市首相は「総合的に判断する」と言った後の内容
は個人の考えであったことが分かる

•原則として答弁書通りに発言する必要はない



国連で3度にわたって中国が主張
• 15日 安保理で「平和へのリーダーシップ」をﾃｰﾏに討論

•その場で中国の国連大使が発言

•日本は国連憲章の原則に基づく国際関係の基本的規範に
反する

•＞内政に関する露骨な干渉である

•日本側はこれに反論

•中国代表団の根拠のない発言は遺憾である

•＞加盟国に分断を持ち込み、国連の将来に向けた建設的
な議論の場を損なう不適切なもの＝対話を通じて解決を



中国の狙いは何なのか
•今回の一連の中国の動きを見ると

•日中15年戦争で帝国主義日本が犯した罪を断罪

•＞満州事変や南京大虐殺等の問題を取上げる

•未だに日本は誠意をもって謝罪をしていない

•周近平氏の国家観を忠実にﾌｫﾛｰしている

•その為には取り得る政策を次々に打ち出す

•特にﾖｰﾛｯﾊﾟ諸国とに連携重視＞ﾌﾗﾝｽ・ﾄﾞｲﾂなど

•高市首相の国際社会での孤立化を狙う



中国の対策はいくつもある
•日韓ｱｲﾄﾞﾙｸﾞﾙｰﾌﾟの中国公演に日本人参加させず

•日本の大学に留学しようとしている大学生に中止命令

•様々な情報戦を仕掛けてくる＞SNS等を多用

•中国の主張をﾌｧｸﾄﾁｪｯｸをして何が正しいかを考える

•尖閣諸島や日本近海に頻繁に中国側が接近する

•ﾚｱｱｰｽの輸出規制＞今までも通関手続きを理由に出荷を
遅らせるという事を行ったこともある＞ｾﾞﾛにすることはしな
いと考えられる

•沖縄に対するｱﾌﾟﾛｰﾁ（沖縄は中国領である）



•辺野古の基
地建設反対
のﾃﾝﾄ横に
立つのぼり

•国連人権委
員会での沖
縄原住民へ
の偏見差別
を無くせ発言

•豊見城市議
会の抗議



東京都が話題になっている



税収の偏在是正「来年結論」 東京から再分配検討
―政府・与党 時事 •地方税収格差が問題になっ

ている

•行政ｻｰﾋﾞｽに差が生じている

•政府は法人事業税の一部を
自治体間で再分配をしようと
考えている

•固定資産税も検討対象

•自治体が独自施策の財源

•全国平均1人当たり78,000円

•東京28,1000円

•自治体が不満を表明

政府・与党は11日、東京都に地方税収が偏在し、行政
サービスの地域間格差が拡大しているとして、是正策に
ついて来年末の2027年度税制改正作業で結論を得る方向
で最終調整に入った。法人事業税の税収の一部を自治体
間で再分配する現行の仕組みを拡充するほか、土地の固
定資産税についても新たな対応策を検討する。２６年度
与党税制改正大綱に盛り込む。
同日の自民党税制調査会の会合で、東京都のみに納税

する大企業の割合が高まっているとして、法人事業税の
再配分に当たり、新たに資本金に応じた「資本割」を対
象に加える案を提示。法人の所得などに応じた現行の再
分配の割合引き上げも打ち出した。固定資産税について
も、都への税収偏在について「是正に必要な措置を検
討」と明記した。
総務省によると、各自治体が独自施策に充てられる人口
１人当たりの財源は、東京都の２８万１０００円に対し、
他道府県平均は７万８０００円で、約３．６倍に上る。
都は近年、こうした財源を背景に、１８歳までの子ども
への月５０００円の支給や、夏場の水道基本料金の無償
化などを展開。他の自治体から、財政力の差を原因とす
る行政サービスの格差が拡大しているとの声が上がって
いた。



こんな所にも格差が
•利子割：個人の預貯金や公社債などの利子等の支払いを受ける際
に、その支払者が道府県民税として一律5%の税率で特別徴収（源
泉徴収）する地方税のこと

•今までは地元の銀行に預貯金をしている人がほとんど

•社債や株式の利益に関しても地元の証券会社等に依頼している

•例 株式投資利益 所得税：15% 住民税：5% 復興特別税：0.315%

•人口比を考えれば大都市を持つ自治体が多くの税収がある

•現在 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｸが普及している＞特に若者中心に拡大

• ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｸの本店は東京にある場合が多い

•＞この場合預金者の地元ではなく本店所在地に納税する

• 23年度の税収は222億円で、都が全体の47.2％



「論外」「でたらめ」都知事が政府・与党の税収再
配分案に猛反発「東京都は断固反対」 FNN •小池都知事は政府の動

きに対して論外であると
反論

•都民が納めた税金を他
の自治体で使うのはお
かしい

•地方税制の改悪である

•総務省のﾃﾞｰﾀは国によ
る情報戦用に作られた

•東京の国際競争力を奪
おうとしている

東京都の小池百合子知事は、政府・与党が東京都から税
収を再配分する偏在是正策を検討していることについて、
「論外」「でたらめ」との言葉を使い、強い口調で批判
しました。
政府・与党は、都市と地方の税収格差を是正する仕組み
の拡大を検討していて、東京都の税収が地方に再配分さ
れる可能性がでています。
小池知事は12日の定例会見で、「現在、国において東京
都を狙い撃ちにして一方的に税収を収奪する動き。地方
税制の改悪だと、東京都は断固として反対」と述べ、
「総務省の示した数字はでたらめであり、国による情報
戦だ。偏在はない、的外れだ」と厳しい口調で批判しま
した。
固定資産税についても対応策が検討されていることにつ
いては、「一言で論外だ」と述べました。
そのうえで、「東京の国際競争力をそぐ動きは、日本全
体にとってマイナスになる」と述べるなど、会見の多く
の時間を割いて偏在是正策に関する意見や反論を展開し
ました。



財政力を比較すると
•総務省統計 2023年 財政力指数の比較
•上位 東京1.22 愛知0.88 神奈川0.86 埼玉0.80千葉0.75 大阪0.75

•下位 徳島0.33 秋田0.33 鳥取0.28 高知0.27 島根0.27

•平均 東京都を含む0.51 含まない0.49

•これを見ても分かるように東京が突出している

•財政は税収の多寡によるところが大きい

•人口の少ない県は当然少なくなっている

•人口減少が言われる中、大都市への集中が問題



•人口の少ない
自治体に関して
は十分な行政
ｻｰﾋﾞｽが受けら
れない

•国はその差を
是正するため
に地方交付税
交付金を配分

•それによってﾊﾞ
ﾗﾝｽをとる出典 総務省



•左の表で地方交
付税交付金の
効果が分かる

•この年の地方交
付税18.9兆円

•2015年から始
まったふるさと
納税も地方の収
入につながって
いる出典 総務省

2023年度



東京都の行っているｻｰﾋﾞｽ
•018ｻﾎﾟｰﾄ 18歳まで毎月5000円（年額6万円）支給

•出産子育て応援事業 出産した時に10万円のｷﾞﾌﾄ券

•保育料無償（2歳児までの保育料無償） 医療費無償

•住民税非課税の家庭に3万円補助 子ども2万円/人

•下水道料金の減免

•高校授業料無償化 給食費無償化

•東京都ｱﾌﾟﾘを通して15歳以上の都民に1.1万ﾎﾟｲﾝﾄ





東京都の行っているｻｰﾋﾞｽ
•018ｻﾎﾟｰﾄ 18歳まで毎月5000円（年額6万円）支給

•出産子育て応援事業 出産した時に10万円のｷﾞﾌﾄ券

•保育料無償（2歳児までの保育料無償） 医療費無償

•住民税非課税の家庭に3万円補助 子ども2万円/人

•下水道料金の減免

•高校授業料無償化 給食費無償化

•東京都ｱﾌﾟﾘを通して15歳以上の都民に1.1万ﾎﾟｲﾝﾄ

•この魅力で周辺都市に住む人が都内に移住してくる





東京ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝﾎﾟｲﾝﾄ制度
•省エネ性能の高いｴｱｺﾝ・冷蔵庫・給湯器・照明器具を購入
または買替えをした都民の方に対して「東京ｾﾞﾛｴﾐﾎﾟｲﾝﾄ」を
付与する東京都が実施する事業

•先日冷蔵庫が故障気味なので買換えようと電気店へ

•冷蔵庫の大きさによってﾎﾟｲﾝﾄが付く

• 15年以上使用している場合最大8万ﾎﾟｲﾝﾄ付与

•今年夏の高温問題で高齢者が被害にあう

•＞65歳以上の人がｴｱｺﾝを買換えると8万ﾎﾟｲﾝﾄ付与

•太陽光発電に対して最大200万円補助

温暖化対策



ｳｸﾗｲﾅ和平案はどうなる



ｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領の動き
•9日 ｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領はﾖｰﾛｯﾊﾟ同盟国との間で和平
修正文書を作成したと発表

•この内容をｱﾒﾘｶに精査してもらおうと考えている

•ｱﾒﾘｶ側と協力して、可能な限り迅速に措置を実行可能
にしたいと考えている

•20項目の枠組みと一連の安全保障保証、復興計画を
含む3つの別々の文書からなる＞最も和平合意に近い

•＞ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領はｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領が状況を理解して
迅速に行動するべきと示唆



ｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領はさらなる一歩
•15,16日にﾍﾞﾙﾘﾝでｳｨﾄｺﾌ特使とｸｼｭﾅｰ氏と会談

•戦争終結に向けての話し合いを行う

•内容を詰めるのには苦労していると発表

•領土の割譲については譲れない所が大きい

•安全保障の面でNATO加盟を断念したとの報道

•＞ｱﾒﾘｶが安全確保を約束したと言われている

•ﾄﾞｲﾂのﾒﾙﾂ首相は「真の和平ﾌﾟﾛｾｽのﾁｬﾝｽ」と表明

•＞「実質的な」安全保障を提供したｱﾒﾘｶを称賛



ﾛｼｱは納得するのか
•ｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領は「完璧な計画だということではないが、非
常に実行可能性の高い案」と評価

•今回の案にはｱﾒﾘｶ議会の承認が必要なものもある

•＞法的拘束力のある安全の保証や、戦後のｳｸﾗｲﾅ復興資
金に関する計画

•EU各国はﾍﾞﾙﾘﾝで会議を開きｱﾒﾘｶと共同でｳｸﾗｲﾅに対する
強固な安全の保証と経済回復支援策を提供することを約束

•EUとしてｳｸﾗｲﾅ多国籍部隊を創設し安全確保を支援

•ｱﾒﾘｶ主導の停戦監視機構の創設

•ﾛｼｱの凍結された資産は継続凍結
ｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領は復興
のために必要と表明



ﾛｼｱは納得するのか
•ｱﾒﾘｶ当局者は両国間の問題の90%は解決している

•領土割譲については残っているし難題だと表明

•東部ﾄﾞﾝﾊﾞｽ地区からｳｸﾗｲﾅ軍が撤退し非武装地帯とし自由
経済区を創設する

•＞ｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領はここは「ﾛｼｱの支配下」ではない

•ﾛｼｱはNATO軍などのｳｸﾗｲﾅ派遣には絶対反対

•ﾛｼｱ軍が平和維持軍として進駐するのが最適である

•容易に承認できる内容ではなさそうである



ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領はどう考えているのか
•今回の協議に対して「これまでで最も合意に近い内容
である」と評価

•ﾌﾟｰﾁﾝ大統領ともこれまで何回も協議をして最も合意
に近い状況になっている

•ﾛｼｱもこれを受け入れるとの考えを示した

•課題は領土割譲である

•今週末にｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領が訪米し最終的な話合いを
行うとしている



ﾌﾟｰﾁﾝ大統領はどうするのか
•現時点ではﾌﾟｰﾁﾝ大統領の意見表明はない

•ｳｼｬｺﾌ大統領補佐官は和平案の修正を試みるｳｸﾗｲﾅ
とﾖｰﾛｯﾊﾟを批判＞ﾍﾞﾙﾘﾝでの協議を牽制

•ﾌﾟｰﾁﾝ大統領は11月にﾄﾗﾝﾌﾟ大統領からの和平案を
受け取ったことは確認＞和平合意の基礎の可能性

•この時はﾛｼｱ有利の内容だった

•これを修正した内容では現状前進する可能性はない

•19日 ﾌﾟｰﾁﾝ大統領が会見を予定＞どう発言するか



ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領関連



「トランプ・ケネディ・センター」に改称 「驚異的
功績」たたえ―米首都の文化施設 時事通信 •今朝発表されたﾆｭｰｽ

•ﾜｼﾝﾄﾝの文化施設JFｹﾈﾃﾞｨｰ
総合芸術ｾﾝﾀｰの名称をﾄﾗﾝ
ﾌﾟｹﾈﾃﾞｨｰｾﾝﾀｰに変更する

•理事会がこの1年間のﾄﾗﾝﾌﾟ
大統領の功績を称えて満場
一致で決定した

• ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は我々がｾﾝﾀｰ
を救ったと発言

•今年のｾﾝﾀｰ売り上げは激減
している

米ホワイトハウスは１８日、ワシントンの総合文化施
設「ジョン・Ｆ・ケネディ舞台芸術センター（ケネ
ディ・センター）」が、「トランプ・ケネディ・セン
ター」に改称されると発表した。トランプ大統領は今
年２月、センターの理事長に自ら就任していた。
レビット大統領報道官はＸ（旧ツイッター）で、セ

ンターの理事会が「トランプ氏が過去１年間にわたり
施設の保存に果たした驚異的な功績をたたえ、満場一
致で（名称変更を）決議した」と説明した。理事会に
はトランプ氏の側近が名を連ねている。
トランプ氏はホワイトハウスで記者団に「われわれ

がケネディ・センターを救った」と主張した。セン
ターはケネディ元大統領暗殺後の１９７１年に開館。
２０００席以上のオペラハウスやコンサートホールな
どがある。
米紙ワシントン・ポストによると、トランプ氏の理

事長就任以降、センターで開催されたイベントのチ
ケット売り上げは大幅に落ち込んでいる。利用者がセ
ンターの政治化を嫌い、ボイコットしているためとみ
られる。

・これほどまでに自己顕示欲の高い人はそういないだろう



ｱﾒﾘｶ建国250周年記念硬貨の発行 １つの案



1776年の誕生から 200年間の自由を経て 人類初の着陸まで

ｼﾞｮｰｼﾞ ﾜｼﾝﾄﾝ

ｼﾞｮﾝF ｹﾈﾃﾞｨｰ

ﾄﾞﾜｲﾄ ｱｲｾﾞﾝﾊﾜｰ

建国200周年記念コイン



建国250年記念硬貨の発行
•ｱﾒﾘｶ財務省が計画を発表する中でﾃﾞｻﾞｲﾝ案を公開

•表面にトランプ氏の横顔が描かれ、上部に「Ｌｉｂｅｒｔｙ（自
由）」、下部に「In God we Trust（神を信じる）」

•裏面は暗殺未遂事件後に拳を突き上げるﾄﾗﾝﾌﾟ氏と
FIGHT FIGHT FIGHTの文字

•ただ、現職大統領または存命の元大統領の肖像を硬貨に
表示することは、ｱﾒﾘｶでは避けてきていた

•連邦議会が可決した法律に基づき、財務省は建国250周年
を記念する特別な１ドル硬貨を鋳造可能



新たな問題 • ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領はﾎﾜ
ｲﾄﾊｳｽ執務室につ
ながる廊下に歴代
大統領の写真を掲
載

•今回その下に功績
等を記述したﾌﾟﾚｰﾄ
を設置

• ﾊﾞｲﾃﾞﾝ大統領の部
分が余りにも酷い
文章となっている

•このようなものが
許されるのだろう
か



ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領がﾎﾜｲﾄﾊｳｽから演説
• 17日午後9時にテレビ演説を行う

•支持率が低迷がしている中で起死回生の演説か＞共和党が来年
の中間選挙で厳しい戦いを強いられる見通し

•第２次政権発足以降の実績を強調

•この1年ｱﾒﾘｶは素晴らしい発展をした＞物価は下がり賃金は上昇
した

• ﾊﾞｲﾃﾞﾝ元大統領が犯した問題を全て帳消しにした

•今後１週間以内に米兵に1776ドルを給付

•国民にも現金給付を行う

•外交政策についてはほとんど触れなかった
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